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10 月 3 日（水）12 時半～14 時半、2012 年度の学内教職員研究集会が行わ

れた。本年度の教研集会は「静岡大学における男女共同参画の取り組み状況と

今後の課題」と題して、副学長で男女共同参画担当の舩橋惠子先生と情報学部

の笹原 恵先生にご講演をいただいた。舩橋先生からは「静岡大学は男女共同

参画をどのように進めているか」と題し、 

(1) 女性研究者と家族が輝くオンデマンド支援、(2) 静岡大学における女性教

員数等の推移、(3) 意識改革に関する具体的な取り組み、(4) 研究・就労環境

の総合的な改善、(5) 多彩な支援メニュー、(6) 女性研究者の裾野拡大、(7) 静

岡大学独自の取り組み、(8) 女性研究者の支援と男女共同参画の推進体制、(9) 

総括と今後の展望について紹介された。静岡大学では、平成 19 年度から男女共

同参画担当副学長を新たに設け、男女共同参画戦略 WG と男女共同参画推進室を

設置したこと、平成 20-22 年度に科学技術振興調整費の女性研究者支援モデル

育成事業が採択され、活動を促進したことが報告された。舩橋惠子先生の資料

を基に、主な、活動内容を下記に記載する。 

(1) 女性研究者の採用拡大の取り組み 

平成19年度は女性研究者68名（9.7％）であったが、平成22年度までに女

性教員採用比率を18％、平成24年度までに女性教員比率を15％、将来的に

25％にする目標を掲げた。女性教員採用比率は平成21年度24.1％、平成22年

度34.5％、平成23年度30.4％であり、目標を達成した。一方、女性教員採用

比率は平成24年度までに15％、将来的に25％にする目標を掲げたが、達成度

は平成21年度10.9％、平成22年度11.4％、平成23年度12.3％であり、目標に

届かなかった。 

(2) 研究・就労環境の総合的な改善 

① 相談窓口、② 研究支援員制度(人材データベース)、③ メンター制度、

④ 多目的保育施設（静岡キャンパス）、⑤ 夏休み春休み学童保育（浜松

キャンパス）、⑥ 学会参加時保育費支援制度、⑦女性研究者(准教授から

博士研究員まで)の論文投稿支援制度の導入(現在停止)、⑧ ITを利用した

在宅勤務試行、⑨ 年次有給休暇育児・介護休業等の充実、⑩ 「会議は17

時まで」ポスターを全学に掲示、⑪ 業績評価における配慮（教員の個人業

績評価の記入欄に「育児休業中」と書き込めるようにし、ハンディになら

ないよう配慮）、⑫ 防犯体制の充実、⑬ メーリングリスト、テーマ別懇

談会による学内ネットワーキング（学長と女性研究者との懇談会開催やメ

ーリングリスト開設）を実施した。 

(3) 女性研究者の裾野拡大 

女子学生エンカレッジセミナー実施、サイエンスカフェ開催(理学部)、浜松

オープンキャンパスにおける女子高生のための進学相談コーナー開設、 
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寒くなってきましたね。
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(2) 非常勤職員の状況 

有期雇用職員は横ばいである。パート職員数

は 2010 年には 202 人であったが、2011 年には

252 人、2012 年には 294 人と 2 年間で 90 人以

上も増加している。有期雇用職員 7 人のうち 6

人(85.7%)が、またパート 294 人のうち 223 人

（75.9％）が女性であり、派遣職員もその多く

が女性である。非常勤職員の待遇問題も男女共

同参画の課題である。改善された点としては、

(a)大学当局側は組合の非常勤職員の常勤化の

働きかけに応え、2009 年に「有期雇用職員及

びパート職員を対象とした、常勤事務職員への

登用試験」を実施し（対象者：有期雇用職員、

週 30 時間以上の非常勤雇用職員）、初年度は、

名簿掲載者は 4 人のうち 3 人が 2010 年４月１

日付で採用された。受験資格（非常勤職員 30

時間未満、派遣労働者）、試験会場（静岡のみ

で実施。浜松からの受験者には不利）、試験問

題の内容などまだ課題であるが、一歩先進し

た。(b)2011 年 2 月に、法人化後のパート職員

の雇い止め問題に一定の進展がみられた。それ

までは採用から 3年（初年は 1 年雇用、翌年か

ら 2回更新、１回１年契約）であったものが、

5 年（初年は１年雇用、翌年から 2 回更新、１

回 2 年契約）に延長された。(3)夏季特別休暇

が 3 日から 5 日に増加した。課題は、(1)法人

化前からの非常勤職員の時給単価の改善（法人

化時に切り下げられたまま固定化している）

や、②法人化前からの非常勤職員の東西時給格

差の撤廃（静岡の時給は上限 1095 円だが、浜

松の時給は 1063 円と浜松の方が 32 円低い）③

非常勤職員への一時金の支給などである。 

(3) 女性教員の増加、 

静岡大学における女性教員の 

比率は 2006 年で 66 人(9.2%)であったが、2012

年には 84 人(12.6%)と順調に推移した。しか

し、静岡大学が 2008 年にかかげた達成目標「平

成 24 年度までに女性教員の比率を 15％に、将

来的には 25％まで引き上げる」に比べると、

まだ 2.6 ポイントほどたりない状況となって

いる。静岡大学では 2008 年 4 月に男女共同参

画推進室を設置し、同年 7月に科学技術振興調

整費の女性研究者支援モデル育成事業に応募、

「女性研究者と家族が輝くオンデマンド支援」

～平成 22 年度）。また全学的に男女共同参委 

ロールモデル集を発行した。 

(4) 静岡大学独自の取り組み 

平成19年11月「男女共同参画社会づくり宣言事

業所」に県内高等教育機関として初めて登録、平

成22年8月「くるみん」を取得した。女性研究者(教

育者)採用加速システムを導入し、ⅰ) 女性に限っ

て公募、ⅱ) 同条件なら女性を優先の公募、ⅲ) 採

用結果が女性であった場合に部局からの申請に基

づき総額が年間概ね900万円を越えない程度に採

択した。 

(5) 今後の展望 

「女性研究者支援」に特化した取り組みを外部

資金を得た弾みで実施し、対象を男性にも拡げ、

「男女教職員の職務遂行環境の改善策」として展

開してきたが、「事業実施の予算」が必要である。

一時保育施設、学童保育の利用者から負担金徴収、

女性研究者採用加速システムの金額修正など効率

的な事業執行が必要である。静岡大学の「中期計

画」に男女共同参画の推進を記載し、「女性教職

員の採用及び管理職への登用推進」、「ワークラ

イフバランス（仕事と家庭の両立）に向けた労働

環境の改善」を位置付け、女性研究者支援モデル

育成事業採択期間終了後も啓発活動（セミナーの

開催、ニュースレターの発行、学際科目の開講等）

を存続することが重要である。 

静岡大学における男女共同参画活動に対して、平成

23年文部科学省女性研究者支援モデル育成事業の事

後評価において「S」評価を得たこと、平成24年静岡

県の男女共同参画社会づくり活動に関する知事褒賞

を受賞したことも紹介された。 

笹原先生からは、「静岡大学におけるは男女共同参

画の取り組み活動の課題」と題し、(1)常勤事務職員

における女性比率、(2)非常勤職員の状況、(3)女性教

員の増加、(4)組合活動への助成の参加・参画につい

て、2008年度から2012年度の資料を基に分析した結果

が紹介された。主な論点を下記に記載する。 

(1) 常勤事務職員における女性比率 

静大職員全体における女性職員比率は約3分の

1 と増加しており、専門職員・係長級、係員にお

ける女性職員比率も増加しているが、専門員以

上、また主任級はやや減少している。課長級の女

性職員は、事務長補佐昇格者が定年を迎えたため

減となっている。上位ポストが限られている中、

女性事務職員の昇格問題が焦眉の課題である。 
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員会を設置し、男女共同参画憲章を制定するなど

（いずれも同年 7月）、特に女性教員（研究者）

の支援を中核とした男女共同参画に取り組んで

いる。取り組んでいるのは、男女共同参画セミナ

ーやシンポジウムの開催、理系の女性進学者を増

加させるための「サイエンスカフェの実施、また

育児・介護中の女性教員への研究補助員の配置や

（途中から支援対象を男性教員にも拡大）、一時

保育施設の設置（静岡）や、長期休暇中の学童保

育の実施（浜松キャンパス）などである。2009

年度から、静大版女性研究者（教育者）採用加速

システムを導入し、学長裁量経費から各学部への

人事経費の補助を行っている。女性研究者採用加

速システムとは、(1)女性に限った公募、(2)女性

を優先した公募、(3)女性を優先する旨を明示し

ない公募で女性を採用、という 3つのレベル別に

年額 300 万~100 万円ほどの人件費を各学部に配

分するというもので、財政状況が厳しい情勢の

中、各学部の一定程度のインセンティブを引き出

すことに成功している。しかし、女性教員比率

15％には届かない状況である。 

(4) 組合活動への助成の参加・参画 

組合員全数に占める女性比率は 2010 年の

25.6％から 2012 年の 29.3％と 4ポイント増加し

ており、特に女性教員の組合員比率は 72.7％（女

性教員66人中47人が組合加入。特任教員を除く）

となっており、男性教員の組合員比率 39.4％（男

性教員 465 人中 183 人が組合加入）をはるかに上

回っている。しかし女性の執行委員は 2011 年に

１人、2012 年には 0 人と低い比率にとどまって

いる。多忙化の中、家庭と仕事、そして組合との

両立が困難であることを表している。事務職員と

非常勤職員の組合加入を働きかける必要がある。

 笹原先生からは、副学長のリーダーシップの下、静

岡大学の取り組みが一定の成果を上げている。しかし

女性事務職員の昇進問題、家庭と育児介護との両立支

支援の課題であることが指摘された。 

 教育文化部の早川執行委員から全国教研集会の

報告がなされた。「ハラスメントに関する取り組み

と問題点」、「次世代育成支援対策」、「男女共同参画」

がトピックスであったこと、産前休暇 8週間の導入

が進んでいる大学もあり、静岡大学でも取り組む課

題であること、女性研究者採用加速システムは他大

学から注目されていること等が報告された。 

 質疑では、女性比率などのデータの正確さ、静岡

大学における産前休暇8週間の取り組み、看護休暇、

組合女性部活動の再開等について議論が行われた。

今回、学内教研のテーマとして「静岡大学におけ

る男女共同参画の取り組み状況と今後の課題」を取

り上げた。両先生のご講演から、静岡大学の取り組

みが一定の成果を上げている半面、女性事務職員の

昇進問題など今後も継続的な取り組みが必要であ

ることが明らかとなった。ご講演を引き受けてくだ

さった舩橋惠子先生と情報学部の笹原 恵先生、ご

参加いただいた組合員の皆様にお礼申し上げる。参

加者が少なかった点、時期や広報の問題を含め反省

点として次回に引き継ぐことにしたい。 

学内教研 参加者の感想など 

○舩橋先生のご講演は、育児、介護を抱えながら仕

事を続ける個人をどう支援していくか考え抜き、

使いやすい制度を作ってこられた立場からの充

実したものでした。 

○笹原先生は、大局的観点から男女共同参画の意義

について、豊富なデータとともに考察されてい

て、大変有意義なものでした。 

○早川先生の全国教研集会報告から、他大学の取り

組みを知ることができました。 

 ただ惜しむらくは参加者が少なかったことです。

（教員） 

○大学の「男女共同参画」の取り組みを体系的に紹

介されていて勉強になった。（教員） 

○今まで知らなかった事実やデータが多数あり、有

用でした。（教員） 
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○男女共同参画について、知らない取り組みもいく

つかあった。休暇などは周囲の理解が制度ととも

に大変重要だと思うので、今日のような話をもっ

と多くの方に聞いてほしいと思った。（教員） 

○授業期間前であれば、もっと参加者が多くなった

と思うので残念です。特に職員の方が参加しにく

くなったのではないでしょうか。 

○大変中身の濃いお話でした。参加している方が少

ないのに驚きました。残念です。（教員） 

○数字がわかってとても良かった。（技術職員） 

○組合員の中の女性比率が３／４近くあることを初

めて知りました。組合員の拡大に使えますね。（教

員） 

○男女行動参画を進めるためには、教職員個人の意

識や職場全体の雰囲気をいかに変えていくかと

いうことが重要であると感じた。（教員） 

○女性研究者に対する支援をいろいろすすめられ

ているのがわかりました。」女性のポスドクとい

うのはさらにむずかしいと思います。このあたり

の対応を進めていってほしいと思います。（学術

研究員） 
 
＜組合に対する要望・ご意見など＞ 

○今回の教研集会に参加して大変勉強になりまし

た。ありがとうございました。（教員） 

○非常勤職員の雇止めについて、できればがんばっ

ていただきたいと思います。（学術研究員） 

全国大学高専教職員組合が主催する第 24 回全国教職

員研究集会が 2012 年 9 月 21 日から 23 日まで、東京海

洋大学で開催された。A4 分科会（男女共同参画―ワー

ク・ライフ・バランスを男女ともに実現するために）で

紹介された各大学の取り組み状況を報告する。 

初日は「ハラスメントに関する取組と問題点」が主な

テーマであった。岩手大学からはハラスメント防止に対

する取組が紹介された。従来は、「通知」あるいは「調

停」という手続きを行っていたが、「通知」や「調停」

の場合、現実にはハラスメント防止委員会が傍観者的な

関わりしかできず、かなり深刻なハラスメントであって

も、申立人の意向を超えた提言や指導などはできないよ

うになっていた。これを「調整」（委員会が当事者間の

トラブルの解決を図る）または「調査」（処分等が必要

などうか実態を調査し、大学に報告・提言する）の対応

をとることになり、ハラスメントを防止するために委員

会が積極的に関与できるようになった。個人情報保護あ

るいは被害者保護に配慮しつつ、防止効果があげられる

ような周知の仕方を模索中である。岡山大学からはキャ

ンパス・セクシャアル・ハラスメント全国ネットワーク

全国集会の内容が報告された。調停の場合、(1)優秀な

経験のある専門調停員（相談員）がいること、(2) 専門

調停員（相談員）の位置づけが大学内で明確であること、

(3)大学として事件を隠蔽するのではなく、よりよい解

決のために「調停」を行うというコンセンサスがあるこ

となどが重要であるを強調された。相談窓口の複数化、

相談員と調査員を分けることや複数の事例を合わせて

公開することを行っていることなどが報告された。 

 2 日目は、「次世代育成支援対策の取り組み」が主な

テーマであった。次世代育成支援対策推進法（平成 15 

年 7月に施行―平成 27 年 3 月 31 日までの時限立法）

に基づく環境整備として、岩手県は「いわて子どもプ

ラン」を作成し、労働者数 101 人以上の企業に一律義

務化していることや岩手大学では一般事業主行動計

画の認定（くるみん認定）がされたことが報告された。

名大育児休業経験者からの提案として「育児について

の職場の理解は「子どもが病気だから休んでも仕方が

ない」レベルではなく、「子育てしているからこそ仕

事もできる」「他の人たちにも良いモデルとなる」と

いうプラスのレベルであってこそ、自他ともにがんば

れる。できれば、夫婦とも順番に育児休業がとれると

よい。経済的負担について、ベビーシッター費用の一

部を補助する制度がほしい。長期的に多角的にみた場

合に貢献できる生き方・働き方も評価し奨励するよう

な制度や価値観があってもよい。任期制のような短期

決戦型は育児・介護と両立しない制度である。育児休

暇中の授業をどのようにするかであるが、各部局等で

対応を検討すべきである。電気通信大学からは保育所

開設について、香川大学からは科学技術人材育成費

「香大発、地域ぐるみ女性研究者支援の高波を」を軸

に活動していることが報告された。静岡大学からは笹

原先生が作成したレポートを紹介した。主な内容は、

(a)常勤事務職員における女性比率、(b)非常勤職員の

状況、(c)女性教員の増加、(d)組合活動への助成の参

加・参画である。参加者からは、女性研究者採用加速

システムは有効に機能しているか、有期雇用職員及び

パート職員を対象とした常勤事務職員への登用試験

の結果について質問があった。これらの 

取り組みに対する関心の高さが感じられた。 
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